
令和7年産米に係る数量配分について

1 北海道から各市町村への面積・数量配分方法について

名寄市における令和7年産米の生産の目安

名寄市の生産数量の配分推移

【もち米】【うるち米】

＜単位：面積＝ha　数量＝ﾄﾝ＞

令和６年産米 令和７年産米 前年対比

生産の目安 13,121.858 13,875.266 753.408
うるち米 1,555.841 1,641.792 85.951
もち米 11,566.017 12,233.474 667.457

面積換算値 2,246.8 2,347.8 101.0
参考　北海道 475,900.0 497,000.0 21,100.0 

＜単位：面積＝ha　数量＝ﾄﾝ＞

令和５年度 令和６年度 令和７年度

当初配分数量（目安） 12,284.4 12,284.4 13,875.3 
うるち米 1,489.7 1,489.7 1,641.8 
もち米 10,794.6 10,794.6 12,233.5 

面積換算値 2,151.4 2,151.4 2,347.8 
地域間調整加算 0.0 0.0 

うるち米

もち米

面積換算値

目標数量（目安） 12,284.4 12,284.4 
うるち米 1,489.7 1,489.7 
もち米 10,794.6 10,794.6 

面積換算値 2,151.4 2,151.4 
名寄市水張実績

（加工用・飼料用米含む）
3,638.0 3,638.0 

　平成３０年産から国による生産数量目標の配分が廃止となり、北海道から配分される

「生産の目安」に変更となりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和７年産については６年産の作付実績を基本に、全道の生産の目安及び作付意向

などを考慮し、算定された。

しかし、現状では主食用米については厳しい需給見通しが想定されているため、一定

の削減に取り組み、農家所得の確保に向け、加工用米を中心とした水田活用米殻の拡

大に取り組んでいく。

併せて、水稲全体面積については、主食用米、加工用米、輸出米、飼料用米等のそれ

ぞれの用途別の需要に応えるためには水田農業ビジョンの目標である１０３，０００ｈａ

以上の水稲作付面積の拡大に取り組む必要があることから、今回設定された水稲全体

の「生産の目安」１０３，２５３ｈａの達成に取り組む。

資料１



名寄市の面積・数量配分方法について

1 基準単収の設定について

　基準単収の設定方法についてですが、従前までの合理的な単収の算出方法として、

共済基準単収を用いて数量配分を行っておりましたが、収入保険制度の運用開始に

伴い、収入保険加入者の基準単収を農業共済加入者と同様の単収設定とすることが

困難となったことから、昨年と同様北海道から名寄市へ配分された「生産の目安」

により算定された換算単収（591kg/10a）により配分を行いたいと考えております。

令和7年度配分単収：５９１ｋｇ/１０ａ【うるち米・もち米生産者共通】

（例）もち生産者 水稲作付：1,000ａ　基礎水張（主食米）：600ａ　

主食米：600ａ×591kg/10ａ　＝　35,460kg

加工米：400ａ×591kg/10ａ　＝　23,640kg

2 面積・数量配分方法について

　名寄市の配分方法としては、各地域にて水稲作付（主食用米）予定面積を確認したうえで、

令和6年度の個々の基礎水張り面積に基づき配分を致してますが（農地の移動等があれば、

移動後の基礎水張り面積）、個々の基礎水張り面積で配分致しますと、目安面積・数量とも

オーバーする事となります。

この事から「生産の目安」の範囲になるよう基礎水張り面積に補正係数をかけ圧縮し、主食

用米面積を算出いたします。

  平成３０年産より北海道からの「生産の目安」の範囲内で配分させて頂きましたが、令和

7年産以降についても交付対象水田合計面積を上限に昨年と同様に「生産の目安」の

範囲内で配分させて頂き、取り進めて参りますので、ご理解願います。

※交付対象外になる水田は、畑地化を実施した圃場等を指します。

●

※「生産の目安」は主食用・加工米・その他水稲を含む水稲全体の目安となります。



主食用米水張りルール（名寄市） ＮＯ．１

１．水張り率（基礎水張り面積）について ３．賃貸借後（小作地）の賃貸借の解除及び売買について

・主食用米を作付する事が出来る率であり、基礎水張り面積 ・賃貸借後の売買についての水張り率においては、農地を借りた者の水張り率で売買

（主食用米を作付出来る権利面積）÷水田保有面積（交付対象水田） となる。賃貸借の解除についても借りていた者の水張り率が移動する事となる。

×１００によって計算される。 （※基礎水張権利の無い農地を賃貸借した場合は、保証を受けた基礎水張面積で移動）

※基礎水張り面積は個々によって違う。

※基礎水張り面積は個々によって異なります。 ※賃貸借の解除に伴う水張り率は、借りていた者の率で返還される。

２．水田の売買と賃貸借における基礎水張り面積（水張り率）の移動について

・売買や賃貸借を行った場合は、出し手の基礎水張り面積が受け手に加算

される事となり、基礎水張り面積及び水張り率が変更となる。

※賃貸借解除後

※売買ｏｒ賃貸借後

※売買後

◎農業者Ａ 移動前水張り率 ５０％ 異動後水張り率 ０％

◎農業者Ｂ 移動前水張り率 ２５％ 異動後水張り率 ３７.５％

農業者Ａ

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：５ｈａ（主食用米を作れる権利面積）

→基礎水張り面積÷水田保有面積×１００＝水張り率（％）

５ｈａ÷１０ｈａ×１００＝５０％

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：２０ｈａ

（内小作地：１０ｈａ）

・基礎水張り面積：７.５ｈａ
・水張り率：３７.５％

賃貸借解除

（小作地返還）

農業者Ａ（出し手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：３.７５ｈａ
・水張り率：３７.５％

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：３.７５ｈａ
・水張り率：３７.５％

売買ｏｒ賃貸借

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：２.５ｈａ
・水張り率：２５％

農業者Ａ（出し手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：５ｈａ

・水張り率：５０％

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：１０ｈａ+１０ｈａ＝２０ｈａ
・基礎水張り面積：２.５ｈａ+５ｈａ＝７.５ｈａ
・水張り率：７.５ｈａ÷２０ｈａ＝３７.５％

農業者Ａ（出し手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：３.７５ｈａ
・水張り率：３７.５％

売 買

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：３.７５ｈａ
・水張り率：３７.５％

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：２０ｈａ

・基礎水張り面積：７.５ｈａ
・水張り率：３７.５％



主食用米水張りルール（名寄市） ＮＯ．２

４．水張りの全休について ６．もち米・うるち米作付者の賃貸借及び売買、作付転換について

・２年連続水張りを全休した場合には基礎水張り面積が没収となり協議会へ ・うるち米作付者がもち米に転換した場合には個人の権利持分が移動する。

返還となる。（１圃場以上の水稲作付を行っていれば返還とならない） 賃貸借及び売買が行われた場合についても通常の権利移動とする。

但し、水張り意向はあるが突発的な体調不良等で止むを得ない事情により

作付が困難な場合は返還しない。

（賃貸借・売買）

※水張り作付意向の確認を行い、止むを得ない事情により作付が困難な

場合を除き、協議会へ基礎水張り面積が返還となる。

５．基礎水張り面積のない売買及び賃貸借について

・基礎水張り権利のない農地の賃貸借又は売買が行われた場合には面積の２５％を

基礎水張り面積として保証する。ただし、交付対象水田に限る。

但し、２５％の保証を受け移動した基礎水張り面積の賃貸借を解除した場合には

受け手から２５％の基礎水張面積により移動を行う。

※もち米農家と、うるち米農家との権利面積移動は通常通り。

（作 付 転 換）

※うるち米からもち米へ転換しても水張り率は、そのまま移行する。

※売買ｏｒ賃貸借後

農業者Ａ

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：３.７５ｈａ
・水張り率：３７.５％

2年連続全休

農業者Ａ

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：０ｈａ

・水張り率：０％

もち米農業者Ａ（出し手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：２.５ｈａ
・水張り率：２５％

売買ｏｒ賃貸借

うるち米農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：５.０ｈａ
・水張り率：５０％

売買ｏｒ賃貸借

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：５.０ｈａ
・水張り率：５０％

農業者Ａ（出し手）

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：０ｈａ

・水張り率：０％

うるち米農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：２０ｈａ

・基礎水張り面積：７.５ｈａ
・水張り率：３７.５％

うるち米農業者Ａ

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：２.５ｈａ
・水張り率：２５％

もち米に転換

もち米農業者Ａ

・水田保有面積：１０ｈａ

・基礎水張り面積：２.５ｈａ
・水張り率：２５％

農業者Ｂ（受け手）

・水田保有面積：２０ｈａ

・基礎水張り面積：７.５ｈａ
（出し手面積の２５％を保証）

・水張り率：３７.５％
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１．基準単収の設定

→北海道から示される名寄市の基準単収・・・①

２．主食用米面積の設定

→個々の基礎水張り面積で配分するとオーバーするため、面積に係数を乗じて算出。

北海道から示される面積÷名寄市の基礎水張り面積＝係数

作付者の基礎水張り面積×係数＝主食用米面積（当年産）・・・②

３．主食用米数量の設定

→基準単収（当年産）①×主食用米面積（当年産）②＝主食用米数量

７．水張り面積及び数量の配分について ９．集落（地域内）調整について

・北海道から名寄市へ主食用米の面積及び単収が示されます。単収について ・協議会から個人へ主食用米の面積及び数量について張付けを行うが、集落

は北海道から示された単収を基準単収とし数量の配分を行います。 （地域内）で話し合い面積調整をする場合は地域の裁量により調整は可能。

（もち米・うるち米ともに単収は、配分単収で一律設定となります。） 基礎水張り面積の移動についても集落（地域内）で話し合い水張り面積の

面積については、北海道から示された面積を名寄市全体の基礎水張り面積 平等化（平準化）等の理由により全員が納得している場合については移動

で割返した係数を個人面積に乗じて算出する。 することが出来るが、必ず協議会へ報告する。

（もち米・うるち米それぞれの面積が配分される。） ※但し、基礎水張り面積の移動は同じ集落内にある農地のみであり他の集落

を跨いでいる農地を所有している農業者は対象外。

（主食用米面積の調整）

８．配分された主食用米面積を個人で消化出来ない場合について

・個人へ主食用米の面積及び数量を張り付けるが、輪作等の都合で主食用米

の面積を消化出来ない場合は、集落（地域内）で調整し消化する。集落でも

消化しきれなかった場合のみ名寄市全体で按分し消化する事とする。

※調整については、協議会から農政班長へ連絡し調整を行ってもらう

※配分された主食用米面積を作付出来なかった場合は集落（地域内）で調整。

集落（地域内）で消化しきれない場合は名寄市全体で調整する。

風連Ａ集落(主 45ha) 風連Ａ集落(主 45ha)
・

・

・

・

農 家 Ａ 主 10ha+ 加
5ha 農家Ｂ 主 10ha+加
5ha 農家Ｃ 主 10ha+加
5ha
農家Ｄ 全休 0ha（▲15ha）

調 整 後

・

・

・

・

農家Ａ

農家Ｂ

農家Ｃ

農家Ｄ

主 15ha+加 0ha
主 15ha+加 0ha
主 15ha+加 0ha
全休 0ha（▲15ha）

※主食配分面積 15ha ※集落（地域内で調整）

※地域で主食用米面積の平準化を図るための調整は可能だが、協議会

からは個人への配分のみを行うため、調整については地域内で行って

調整後の面積を協議会へ報告する。

（基礎水張り面積の調整）

※基礎面積の移動は集落で話し合い全員の承認により移動できるが

他の集落内にある農地は対象外。移動があれば協議会へ報告。

風連Ａ集落(主 48ha)
・ 農家Ａ 主 10ha+加 5ha
・ 農家Ｂ 主 10ha+加 5ha
・ 農家Ｃ 主 10ha+加 5ha
・ 農家Ｄ 主 18ha+加 5ha

調整後

風連Ａ集落(主 48ha)
・ 農家Ａ 主 12ha+加 3ha
・ 農家Ｂ 主 12ha+加 3ha
・ 農家Ｃ 主 12ha+加 3ha
・ 農家Ｄ 主 12ha+加 11ha

名寄Ａ集落(36ha)
・ 農家Ａ 基礎面積 10ha
・ 農家Ｂ 基礎面積 10ha
・ 農家Ｃ 基礎面積 10ha
・ 農家Ｄ 基礎面積 6ha

調整後

名寄Ａ集落(36ha)
・ 農家Ａ 基礎面積 9ha（▲1ha）
・ 農家Ｂ 基礎面積 9ha（▲1ha）
・ 農家Ｃ 基礎面積 9ha（▲1ha）
・ 農家Ｄ 基礎面積 9ha（+3ha）
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10.交付対象外水田となった場合の基礎水張り面積について

・交付対象外水田となった場合は、売買及び賃貸に準じて基礎水張

り面積を変動するものとする。

※移動基準日：対象除外が確定した日（交付決定日等）

農業者A

・水田保有面積

（交付対象水田）：10ha

・基礎水張面積：5ha

・水張率：50％

畑地化 OR 交付

対象除外

農業者A

・水田保有面積：10ha

(交付対象水田)：8ha

(交付対象外水田)：2ha

・基礎水張面積：4ha

・水張率：50％


